
 

 
統合幕僚学校達第２号 

 

 統合幕僚学校における会議等に関する達を次のように定める。 

 

  平成１８年３月２７日 

 

統合幕僚学校長 空将 高橋 健才 

 

   統合幕僚学校における会議等に関する達 

 

改正  平成２１年３月１８日統合幕僚学校達第２号 

平成２１年５月 ７日統合幕僚学校達第６号 

平成２２年３月２６日統合幕僚学校達第１号 

平成２３年３月２８日統合幕僚学校達第２号 

平成２４年７月２４日統合幕僚学校達第５号 

平成２６年３月２８日統合幕僚学校達第１号 
平成２８年８月 １日統合幕僚学校達第１号 
令和 ２年６月 ９日統合幕僚学校達第２号 

令和 ５年３月 ９日統合幕僚学校達第３号 

 

 

（目的） 

第１条 統合幕僚学校に設置する会議等について必要な事項を定めることを目的と

する。 

（会議等の種類及び目的） 

第２条 統合幕僚学校における会議等の種類及び目的は、次のとおりとする。 

（１） 会議は、学校会議及び調整会議とし、主として議決、審議、調整等を行うこ

とを目的とする。 

（２） 定例ミーティングは、課長等ミーティングで調整した事項及び各課等の主

要業務等の学校長報告を行うことを目的とする。 
（３） 学校定例会報は、主として学校長に対する業務予定の報告を行うことを目

的とする。 
（４） 課長等ミーティングは、諸業務に関する各課室等の連絡調整及び情報の共有、

懸案事項の把握及び進捗の確認を実施し、各課長等の意思疎通を図り、学校と

して一体的な方針の下、校務を推進することを目的とする。 
（会議等の運営） 

第３条 会議等の審議事項、開催時期、主催者、参集者等及び庶務担当の基準は、

別表のとおりとする。 
 （庶務担当） 
第４条 前条に定める庶務担当は、会議場の準備、連絡、資料の配付及び議事録の作

成等の事務を行うものとする。 
 



 

 
  附 則 
この達は、平成１８年３月２７日から施行する。 

附 則 
この達は、平成２１年３月１８日から施行する。 

附 則 
この達は、平成２１年５月７日から施行する。 

附 則 
この達は、平成２２年３月２６日から施行する。 

附 則 
この達は、平成２３年３月２８日から施行する。 

附 則 
この達は、平成２４年８月１日から施行する。 

附 則 
この達は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 
この達は、令和２年６月９日から施行する。 

附 則 
この達は、令和５年３月９日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
別表（第３条関係） 

 
 

名 称 審議事項等 開催時期 参集者 主催等 庶務担当 備考 

学校会議 

以下の事項のうち、審議を要するもの。 
１ 組織、予算、校務運営計画等に関する重要事項 
２ 教育訓練及び調査研究に関する重要事項 
３ その他校務運営に関し、学校長が必要と認める事項 

必要の都度 

学 校 長 
副 校 長 
企画室長 
総務課長 
教育課長 

国際平和協力センター長 

副校長 担当課室 

必要に応
じ関係職
員を参加
させるこ
とができ
る。 

調整会議 

以下の事項のうち、審議を要するもの。 
１ 年度概算要求、予算執行計画及び校務運営計画等の

作成等に関する事項 
２ 年度教育実施計画及び課程別教育実施計画の作成並

びに教育実施成果報告に関する事項 
３ 年度調査研究実施計画の作成及び調査研究成果報告

に関する事項 
４ その他校務運営に関し、特に必要な事項 

必要の都度 

副 校 長 
企画室長 
総務課長 
教育課長 

第１、第２教官室長 
研究室長 

国際平和協力センタ
ー長のうち、審議事
項の関係者 

担当課室
長 

担当課室 

定例 
ミーティング 

課長等ミーティングで調整した事項及び各課等の主
要業務等 

原則として
毎週木曜日 

学 校 長 
副 校 長 
企画室長 
総務課長 
教育課長 

国際平和協力センター長 

副校長 企画室 

学校定例会報 業務予定 

学 校 長 
副 校 長 
企画室長 
総務課長 

教育課長第１、第２
教官室長長 

国際平和協力センター長 
先任陸（海、空）曹 

副校長 企画室 

課長等 
ミーティング 

１ 諸業務に関する各課等の連絡調整及び情報の共有 
２ 懸案事項の把握及び進捗の確認 

副 校 長 
企画室長 
総務課長 
教育課長 

国際平和協力センター長 

副校長 企画室 

 


